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多摩市長　　阿　部　裕　行　様
　　　　　　　　　全日本年金者組合　多摩支部　
支部長　稻富　勉
２０２２年度　高齢期の年金・保健・医療・介護・

福祉・住宅・就労等の充実を求める要請書
１、新型コロナウイルス関連の要求

（1）「第７波」対策として、国・都や医師会の協力も得て、①発熱外来の体制、高齢者施設等での頻回検査、無料PCR検査を抜本的に強化すること、②地域医療機関の全体の体制強化と連携、臨時的医療・療養施設が機能する対策、③必要な人へのワクチン接種を円滑に進める対策、④「換気がきわめて重要」など「BA.５」感染拡大の特性に沿った明確なパッケージでの感染症対策をまとめ、市民に発信・周知徹底するとともに、必要な財政支援策を講じてください。
（2）保健所のひっ迫が解決されていません。多摩市が設置主体となる保健所設置を東京都に求めてください。また、医師・保健師・職員を増員し、保健所の抜本的な体制強化を求めてください。
（3）都民に必要な医療の後退につながる都立・公社病院の独立法人化は、やめるよう要求してきました。７月から独立法人になった市内の多摩南部地域病院について、従来の医療体制及び機能が後退することがないように、都に積極的に働きかけると共に、市としても必要な助成など積極的に対応してください。
（4）「生活保護の申請は国民の権利」（厚労省）であることを広く市民に知らせ、困った人がためらわずに申請でき、手続きも簡略にして、扶養照会なしに認定を速やかに行い、保護費支給を急いでください。
＊資料の提出要求
★一世帯10万円の臨時特別給付金が支給される、多摩市内の住民税（均等割）非課税世帯数
★高齢者世帯に占める生活保護受給者数の推移
２、年金に関する要求

（1）多摩市内の高齢者のうち、無年金者数および国民年金のみの受給者数を、年金機構などに問い合わせて明らかにしてください。

（2）無年金・低年金の生活困窮者に対して、何らかの生活支援金、例えば月額３万３千円（基礎年金・国庫負担分相当額）を保障し支給する制度を作るよう、国に働きかけてください。
（3）以下の要求について国へ意見書を上げてください。

① 無年金者・低年金者の生活を救う最低保障年金制度の確立を求めること。

② 長期間、年金引き下げする仕組み「マクロ経済スライド」制度は廃止すること。
③ 支給開始年齢の先延ばしを行わないこと。
④ GPIFによる年金積立金の株式運用はやめ、安全・安心な運用に切り替えること。
⑤ 年金支給は隔月ではなく、国際標準である毎月支給にすること。
（4）日々の年金相談とともに、深刻な年金相談に対応するために、社会保険労務士など専門家を配置した定期的な「年金相談」を引き続き行ってください。

これまで市が対応してきた年金相談の内容、扱い件数などを明らかにしてください。

３、後期高齢者医療制度に関する要求

（1）10月からの後期高齢者の窓口負担２割引き上げの中止を国に強く求めてください。
（2）後期高齢者医療保険料の値上げを抑え、負担を軽減するため、東京都広域連合に対し財政安定化基金の活用や都独自の支援を実施するよう、東京都に働きかけてください。

（3）保険料が払えない人に「資格証明書」の発行はしないこと、また年金を差し押さえしないでください。

　＊資料の提出要求　★後期高齢者健康診査の受診率の推移
　
４、保健・医療に関する要求

(1) 多摩市和田の厚生荘病院を、早期に建て替え・再開し、これまでの医療内容を継承するように、現法人と東京都に働きかけてください。また、病後児保育事業を和田地域に再開することを求めます。
（2）高すぎる国保税の大幅値上げを抑えるため、全国知事会などが国に対し要望し続けている「１兆円の公費負担増」を実施し、国保税引下げを国に働きかけてください。国保会計への「法定外繰入れ」漸減の方針をやめて、毎年の国保税の大幅引上げは行わないでください。

無収入の子どもへの国保税「均等割」はきっぱり廃止すべきです。それが実現されるまでの間、市として何らかの負担軽減策を講じてください。

（3）悪質な事例を除いて、保険証を機械的に取り上げないでください。人権無視の差し押さえも行わないでください。

（4）７０～７４歳の窓口負担を元の１割に戻すよう、国と都に働きかけてください。

（5）高齢者健康診査・ガン検診などを、引き続き有料化しないでください。

前立腺ガン検診、歯周病検診は、７０歳超の希望する高齢者にも実施出来るようにしてください。高齢者肺炎球菌ワクチン接種において、免疫維持のための６５歳以後５年ごとの再接種に対して、１回限りでなく毎回公費助成を行ってください。

（6）高齢者の難聴に関する施策
①難聴者の認知症予防や高齢者の生活改善のために、聴力検査も含め、加齢性難聴者の補聴器購入や調整費用に対する助成制度を、多摩市にも創設してください。
②市施設への集団補聴システム（ヒヤリングループ）の普及を進めるとともに、設置されている施設には、設置がわかるよう、「ヒヤリングループマーク」などを表示してください。補聴システムの周知と体験機会を提供し、稼働率を上げてください。
（7）「地域医療構想」による病床削減計画は、患者や家族の困難を増やし、「介護難民」「療養難民」を増大させます。計画を進めないよう国に働きかけてください。
（8）健康保険証を原則廃止しマイナンバーカードに統一させる、政府の「マイナ保険証」押しつけは、事実上のマイナンバーカード強制であり、命と健康情報に係わる極めて重要な個人情報の漏洩やプライバシー侵害を引き起こす危険があり反対です。カードの取得は任意であり、それにふさわしい対応を取るよう求めてください。
＊資料の提出要求　★特定健康診査の受診率の推移
５、介護・認知症対策に関する要望

　（1）介護保険料及び利用料の軽減措置を一層強化し、介護保険サービスの利用料負担（原則１割）での、２・３割負担の対象者拡大はやめるよう国に働きかけてください。

（2）要介護１、２の人の生活援助サービスを介護保険給付から外し、市区町村の「総合事業」に移すことは、利用者・家族の生活が立ちゆかなくなるのでやめてください。

（3）手すりの設置、段差の解消、洋式トイレへの取り替えなど、介護保険による住宅改修の制度を周知するとともに、介護保険非該当の人にも要介護状態になることを防ぐための住宅改造助成事業を、自治体独自の施策として充実してください。
（4）認知症対策を強めて下さい。

① 実績をもつ「認知症サポーター養成講座」をさらに増やしてください。

② 地域包括支援センターに専門職員を配置し、地域の人たちと協力し合い、認知症の人をフォローできる仕組みと体制を強化してください。

③ 認知症高齢者グループホームを、都の整備費補助や家賃助成などの支援も得て整備を進めてください。そして低所得者が利用できるようにしてください。

④ 認知症患者がかかわる事故によって家族が損害賠償請求を受ける事例が起こっています。賠償保険や救援金支給で支援する試みが一部自治体で始まっています。家族がこうした負担によって経済的困難に陥らない対策を講じてください。

（5）予算を増やし地域包括支援センターの体制を強めてください。

①中学校区に１ヶ所の地域包括支援センター設置をめざし、地域の実情に合った区域の再編、そのための職員の増員をはかる等、今後の計画をお示しください。

② 当面、地域包括支援センター及びブランチを、住民にとって身近で気軽に立ち寄り相談できる場所への再配置をすすめてください。（西部、東部、多摩センター）

③ 地域包括支援センターが本来持つべき見守り機能を強め、“永山モデル”のような相談窓口、実態把握、見守り活動の実施等を行うセンターを増やしてください。

（6）国以上のスピードで高齢化が進行する多摩市では、特養ホーム等の介護サービス施設の増設が望まれます。その際、国庫負担を大幅に増やして、介護施設の増設や介護職場の待遇改善が、介護保険料に連動しない仕組みを国に求めてください。
（7）特養ホーム待機者とその家族がどのような困難を抱えているかを調査し、自治体独自の支援策を具体化（拡充）してください。

６、福祉・住宅に関する要求

（1）高齢者の足の確保のために、地域ミニバスの一層の拡充をはかってください。市役所経由便を増やしてください。新しいミニバスを含めた「多摩市地域公共交通再編実施計画」のその後の進捗状況を明らかにしてください。

（2） 都シルバーパスの費用負担20,510円は高すぎます。多くの高齢者が利用できるように所得に応じて3,000円、5,000程度に引き下げてください。また対象範囲を拡大し多摩都市モノレールも利用できるように、関係市と連携して都に働きかけてください。

（3）自転車とのトラブルが多い歩道での歩行者安全の確立をはかること。

自転車専用レーンの設置などの道路整備を促進してください。自転車専用レーンについて、警察や道路管理者との協議状況を明らかにしてください。

（4）高齢者が安心して住み続けられるまちづくり対策を具体化してください。

① 高齢者が切望するバス停の屋根やベンチ設置・補修などにつき、事業者との検討状況を明らかにしてください。

② 歩道等の適切な場所へのベンチの設置。

③ 公園へのトイレ設置、既存のトイレの洋式への切り替えなど。
④ 公園内のトイレすべてにトイレットペーパーを設置してください。
（5）孤独死防止・ひとり暮らし高齢者等への見守り支援を充実してください。

① ひとり暮らし、老々世帯の問題を把握するための実態調査を行ってください。

② 高齢者などの自殺・孤立死ゼロをめざし、自治体の見回り安否確認や自治会・管理組合との連携強化などの総合的な対応策を早急に確立してください。

③ 市の緊急通報システム（安心ネットワーク）は、７５歳以上のひとり暮らしの希望者にも無料で設置できるよう利用条件の緩和をしてください。

（6） 高齢者が住み慣れた地で安心して暮らせる住まいの確保のため、高齢者集合住宅（シルバーピア）、軽費老人ホーム（ケアハウス）、サービス付き高齢者向け住宅などを目標もって整備・拡充してください。その際、家賃を低額に抑えて、低所得者の人も入居できるようにしてください。

ＵＲに対して、家賃の引き下げによって空き家を解消することや、居住者が待望するニュータウンなど低層住宅のエレベーター設置の促進を働きかけてください。

（7）その後の都営住宅の建替え計画の進捗状況を明らかにしてください。建替えに際しては、戸数を大幅に増やすことを東京都に要求してください。都営住宅の空き家の実態調査を実施してください。

（8）若者、低年金者、低所得者にたいする家賃補助の充実を図ってください。

（9）一般家庭への耐震補強への助成の拡充をはかるとともに、耐震器具無料支給を復活してください。住宅の耐震化対策も必要ですが、仕事起こしと地域経済への波及効果が大きい「住宅リフォーム補助・助成」制度を再構築してください。

（10）高齢者に対して、社会参加・健康増進・生涯学習等の見地から、施設使用料の減免・助成制度の対象の拡大をはかってください。

（11）団地内の店舗撤退により、買い物に支障が出ています。ＵＲの店舗賃料の引き下げや業者誘致をはたらきかけるなど、高齢者福祉の観点を重視し、日常生活ができる対策をたててください。

７、高齢者の雇用・就労対策の充実に関する要求

（1）職を求める高齢者の雇用・就労対策を促進すること。

（2）シルバー人材センターで働いている人の処遇を改善すること。高年齢者雇用安定法にしたがい違法な働き方がないこと。また適正な賃金、配分金水準の設定のため、「シルバ－人材センターの適正就業ガイドライン」（2016.9.9厚労省）に沿って、「（原則として）最低賃金を下回らない水準」となるように、支援と同時に助言を行ってください。

（3）公契約条例に基づく、契約成立件数、契約内容を明らかにしてください。

８、その他の具体的要求

（1）「多摩市非核平和都市宣言」を持つ多摩市として、第1回締約国会議が開かれ核兵器廃絶へ大きく前進し始めた「核兵器禁止条約」を、市民に広くアピールしてください。

①「核兵器禁止条約」を支持する声明を出し、すべての市の窓口に掲示してください。

② 唯一の戦争被爆国であるわが国こそ、同条約に即刻署名・批准するよう求めてください。
（2）「多摩市非核平和都市宣言」を生かし、すべての小・中学生を対象に原爆被爆者及び原発避難者の体験や証言を聞く場をつくり、次世代に引き継いでください。

（3）震災、原発事故被災者・避難者の住まいの保障、自主避難者を含めた東電による賠償の促進、「原発事故子ども・被災者支援法」の具体化など、実効ある生活支援を国に求めてください。

（4）太陽光発電システム設置に対する助成を拡充してください。

（5）原子力発電に関し、政府に対して以下のことを求めてください。

① 原発ゼロをめざし、自然エネルギーを中心としたエネルギー政策への転換をはかること。

② 国内すべての原発の再稼動をしないこと。再稼働した原発の停止を求めること。

原発の新設を認めないこと。

③ 原発の輸出を行わないこと。

④ 被災地や国民の声を無視した、政府の東電福島第一原発事故に伴う放射能汚染水（アルプス処理水）の海洋放出方針を撤回すること。

（6）デジタル庁発足によって、個人情報の国家による一元管理と監視社会化がすすむ中で、「個人情報保護の後退」と「地方自治への侵害」を起こさないための対策を、多摩市として講じてください。

（7）多摩市が直接的にも民間委託においても、法律無視の官製「ブラック企業化」しないように、非正規職員の待遇を改善するとともに、必要な部署に正規職員を配置しその比率を増やしてください。

（8）「米軍多摩サービス補助施設」の返還に向けて関係機関に働きかけてください。
(9) 横田基地配備の特殊作戦機CV-22オスプレイは、事故率の高い危険な軍用機であり、危険な特殊作戦部隊とともに、一日も早く撤去するよう都と国に働きかけてください。

（10）米軍基地の危険と被害から都民の生命・生活・環境を守るため、全国知事会が全会一致で決定した、不平等な日米地位協定の抜本的見直しを国に求めてください。

追記：なお、各回答に当りましては、担当部課名を明記していただければ幸いです。
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